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「令和２年度以降の幌延深地層研究計画（案）」

に関する確認事項と結果

－ 資料集 －
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必要性・研究計画

幌延深地層研究センターは、原子力委員会が示した「原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画」（平成6年6月24
日）において、「深地層の研究施設は、（中略）地層処分研究に共通の研究基盤となる施設であり、我が国における深地
層についての学術的研究にも寄与できる総合的な研究の場として整備していくことが重要です。」と意義付けされた、堆積
岩を対象として建設された深地層の研究施設です。また、「原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画」（平成12年
11月24日）では、「また、深地層の研究施設は、学術的研究 の場であるとともに、国民の地層処分に関する研究開発の
理解を深める場として の意義を有し、その計画は、処分施設の計画と明確に区分して進めることが必要 である。」とされ

ています。
これを受け、幌延深地層研究センターは、これまでに開発してきた日本で地層処分を実施するために必要な技術や方

法の信頼性について、実際の地質環境で確認していく役割を担っています。また、深地層を体験・理解するための貴重な
場としての役割も担っています。

深地層の研究施設の役割

幌延深地層研究センターの意義や役割

幌延町１、専門有識者４－２
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補足
• 上記の原子力長計では、「深地層の研究施設の計画は処分場の計画とは明確に区別して進めていく」としているほか、

原子力委員会は「岐阜県及び新たに提案された北海道における深地層の研究施設の計画を地元の理解を得て推進す
る」とする文書を決定しています（平成10年6月2日） 。

• 「特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針」（平成27年5月）では、「国及び関係研究機関は、最終処分の安全
規制・安全評価のために必要な研究開発、深地層の科学的研究等の基盤的な研究開発及び最終処分技術の信頼性の
向上に関する技術開発等を積極的に進めていくものとする」とされています。

• 幌延深地層研究センターの役割は、国の審議会（放射性廃棄物処分技術ワーキンググループ中間取りまとめ、平成21
年5月22日）においても、「地層処分技術の信頼性等のより一層の向上のため、地下研究施設等を活用した研究開発を
継続的に進めることが重要である」とされ、今もその重要性に変わりはありません。

• 「エネルギー基本計画」（平成30年7月）では、「我が国としても、科学的知見の蓄積を踏まえた継続的な検討を経て、地
層処分することとされている。他方、その技術的信頼性に関する専門的な評価が国民に十分には共有されていない状
況を解消していくことが重要である」とされており、広聴・広報活動の重要性が指摘されています。

わが国の地層処分に係る体制と原子力機構の役割

• これまでに、論文や報告書等、幌延で得られた成果
は、平成30年11月に公開されたNUMOの「包括的技
術報告書（レビュー版）」に反映されており、同報告書
においては深地層の研究施設を利用した更なる研究
ニーズが示されています。

• また、今年6月に行われたG20軽井沢大臣会合では、
世界の原子力主要国政府が参加する初めての「国際
ラウンドテーブル」の立ち上げが合意されました（第1
回は10月14日開催）。そこでは各国地下研究所間の
研究協力や人材交流の促進といった国際協力の強
化が協議される予定です。このことから、幌延は国際
的にも重要性を増していくものと考えられます。

必要性・研究計画
幌延町１、専門有識者４－２
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必要性・研究計画
専門有識者４－１
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必要性・研究計画
幌延町２、専門有識者４－２、道民２５－５、２５－６
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必要性・研究計画
幌延深地層研究計画の概要

専門有識者１－２、専門有識者４－２、道民２５－５、２５－６
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必要性・研究計画
専門有識者４－２、道民２５－５、２５－６
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必要性・研究計画
専門有識者４－２、道民２５－５、２５－６
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必要性・研究計画
専門有識者４－２
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必要性・研究計画
専門有識者４－２
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必要性・研究計画
専門有識者４－２
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必要性・研究計画
専門有識者４－２
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必要性・研究計画

国際機関IAEAによる分類では、以下の2つの地下研究施設があります。
・Site-specific URL（Underground Research Laboratory）

最終処分候補地の適性を見定める地下研究施設 ⇒ “地下調査施設”
・Generic URL

最終処分場としない場所で技術を磨く地下研究施設 ⇒ “地下研究施設”

Site-specific URLの代表例はフィンランドのオンカロで、最終処分地としての適性が確認され、オンカロも処分場の一部とな
る予定です。幌延はGeneric URLに分類され、技術開発を実施することが役割で、最終処分場にはなりません。日本におい
ては、処分事業はNUMOが実施することが法律で定められており、Site-specific URL はNUMOが場所選び、建設、運営を行
います。また、原子力長計（原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画）（平成１２年１１月２４日）より、「深地層の研究
施設は、学術的研究の場であるとともに、国民の地層処分に関する研究開発の理解を深める場としての意義を有し、その計
画は、処分施設の計画と明確に区分して進めることが必要である。」との記述があります。

世界の地下研究施設NUMOによるサイト選定プロセス

NUMOのHPより転載
https://www.numo.or.jp/q_and_a/faq/faq100027.html

地下研究施設と処分地選定プロセスにおける地下調査施設の違い、幌延深地層研究センターの位置付け

幌延町３、４
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必要性・研究計画

地層処分研究開発分野における国外機関との協力

専門有識者４－４、４－７
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必要性・研究計画

外部評価委員会の委員一覧
地層処分研究開発・評価委員会委員（令和元年7月時点）

大西 有三（オオニシ ユウゾウ） ：京都大学名誉教授
小崎 完（コザキ タモツ） ：北海道大学大学院工学研究院エネルギー環境システム部門教授
小島 圭二（コジマ ケイジ） ：地圏空間研究所代表（東京大学名誉教授）
高橋 正樹（タカハシ マサキ） ：日本大学文理学部地球科学科教授
杤山 修（トチヤマ オサム） ：原子力安全研究協会技術顧問
中村 浩美（ナカムラ ヒロミ） ：中村浩美事務所科学ジャーナリスト／キャスター
西垣 誠（ニシガキ マコト） ：岡山大学大学院環境生命科学研究科特任教授
藤川 陽子（フジカワ ヨウコ） ：京都大学複合原子力科学研究所准教授
吉田 英一（ヨシダ ヒデカズ）＊ ：名古屋大学博物館教授
渡部 隆俊（ワタナベ タカトシ） ：原子力発電環境整備機構技術部長
https://www.jaea.go.jp/04/tisou/iinkai/hyouka_iinkai/meibo.pdf
＊吉田委員については、今年度より委員を委嘱

深地層の研究施設計画検討委員会委員（令和元年5月時点）
亀村 勝美（カメムラ カツミ） ：公益財団法人深田地質研究所副理事長
窪田 茂（クボタ シゲル） ：原子力発電環境整備機構技術部部長
嶋田 純（シマダ ジュン） ：熊本大学大学院先端科学研究部特任教授
進士 正人（シンジマサト） ：山口大学大学院創成科学研究科/工学部 教授
千木良 雅弘（チギラ マサヒロ） ：京都大学防災研究所教授
徳永 朋祥（トクナガ トモチカ） ：東京大学大学院新領域創成科学研究科環境学研究系環境システム学専攻教授
西垣 誠（ニシガキ マコト） ：岡山大学大学院環境生命科学研究科教授(特任)
丸井 敦尚（マルイ アツナオ） ：国立研究開発法人産業技術総合研究所地圏資源環境研究部門

地層処分研究プロジェクトリーダー
増本 清（マスモト キヨシ） ：島根大学大学院環境システム科学系准教授
宮川 公雄（ミヤカワ キミオ） ：一般財団法人電力中央研究所地球工学研究所バックエンド研究センター

センター長
https://www.jaea.go.jp/04/tisou/iinkai/url_iinkai/meibo.pdf

道民１２－２、１２－５
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必要性・研究計画

深地層の研究施設計画においては、処分事業の進捗に先駆けて、３つの段階で調査研究を実施しています。すなわち
地上からの調査研究の段階、坑道掘削中の調査研究の段階を経て、現在は地下施設での調査研究の段階に来ており、
坑道を利用した調査研究に重点的に取り組んでおります。地層処分が行われる実際の地質環境において、技術や評価
手法の妥当性を確認することは重要と考えています。

研究課題の設定にあたっては、これまでの研究成果や進捗状況で、どこまで区切りがついて（成果）、何が足りない
のか（課題）を明らかにした上で外部評価を受け、技術的に今後何が必要になるかについて意見をいただきました。
さらに、抽出した課題に対して処分事業からのニーズがあるのかどうか（ＮＵＭＯの包括的技術報告書に示された課
題との比較）、地層処分研究開発調整会議で策定した全体計画の課題との整合を確認するとともに、海外で最も処分
事業が進んでいるフィンランドでも何がまだ課題になっているのかを確認し、抽出した課題が今後も必要であること
を確認しました。

第１回確認会議資料を再掲

幌延での研究の延⾧の必要性

道２
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必要性・研究計画

深地層の研究施設計画（瑞浪、幌延）と世界における地下研究の動向

道３、専門有識者１－２、道民３－２０
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必要性・研究内容
深地層の研究施設（瑞浪と幌延）

• 深地層の研究施設計画は、地質環境の調査・評価技術（瑞浪、幌延）や、処分場の設計・安全評価技術（幌延）を実際の地質環境に適用することを通じ
て、その信頼性・実用性を確認し、得られた成果を処分事業や安全規制に反映することを目的に、段階的に進められてきました。

• 瑞浪超深地層研究所においては、当初に設定した研究目標を達成したため、今後は坑道の埋め戻しを行う計画です。
• 幌延深地層研究センターにおいては、これまで必須の課題の成果に基づいて研究課題を検討し、令和2年度以降、第3期及び第4期中長期目標期間を

目途に研究開発に取り組みます。その後、国内外の技術動向を踏まえて、地層処分の技術基盤の整備の完了が確認できれば、埋め戻しを行うことを具
体的工程として示します。

• 地層処分において重要となる「地下水の流れ方*」、「地下水の水質」、「岩盤の固さ」に着目して、
それらの特性が異なる地質環境を対象に研究開発を実施している。

* 結晶質岩：岩盤の割れ目を流れる、堆積岩：粒子の隙間を流れる。
• 深地層の研究施設計画は、地層処分事業における処分地選定のプロセスを想定して段階的に進

めており、現在は瑞浪、幌延ともに第3段階の地下施設での調査研究を実施しています。
• これまでの成果については、各段階の報告書やWeb上に体系化した報告書（CoolRep）として取りま

とめるとともに、個別の論文や学会発表等を通じて公表してきています。
• 公表された情報や知見は、NUMOの「包括的技術報告書」に反映されるなど、わが国における安全

な地層処分の実現に向けた技術基盤を構成しています。

２つの深地層の研究施設 研究開発成果の反映先

研究開発の現状と今後

• 地層処分技術を構成する３つの研究領域である、「地質環境の調査・評価」、「処分場の設計」および
「安全評価」に関する研究開発を、瑞浪、幌延、東海において実施しています。

• これらの研究領域について原子力機構では、「地質環境の調査・評価」については地層科学研究とし
て、「処分場の設計」および「安全評価」については地層処分研究開発として実施しています。

※NUMO（2011）より

地層処分における研究領域と深地層の研究施設計画

文献の収集 地上からの調査
地下調査施設（坑道）での調査および

地上からの調査

地質環境の評価 地質環境の調査・評価 地質環境の調査・評価

処分場の設計
（建設可能性検討※ ）

処分場の設計
（概念構築※ ）

処分場の設計（基本設計※ ）

安全評価（概念的※ ） 安全評価（予備的※ ） 安全評価（総合的※ ）

文献調査段階 概要調査段階 精密調査段階
処分事業
（NUMO）

研究開発
（JAEA地下研）

第1段階：地上からの調査研究段階

第2段階：坑道掘削時の調査研究段階

第3段階：地下施設での調査研究段階

安全規制
（規制委員会）

安全審査基本指針 ～ 安全審査

瑞浪超深地層研究所
幌延深地層研究センター

成果の反映

成果の反映

地質環境の調査・評価

安全評価処分場の設計

連携

処分場の設計への安
全評価からのニーズ

安全評価に必要な人工バリ
アや処分施設に関する情報

• 地層科学研究のみを実施していた瑞浪については、当初の目標を達成したため、調査研究を終了して、
地下施設の埋め戻しを行う計画です。

• 幌延における地層科学研究についてはほぼ当初の目標を達成してきていますが、地層処分研究開発に
おいて様々な課題が指摘されたことから、今後は地層処分研究開発を中心に取り組んでいきます。なお、
地層科学研究のうち、地層処分研究開発の目的である処分システムの設計・施工や安全評価とリンクし
た形での指標活用が考えられるもの、例えば、岩盤の水の流れやすさや地球化学的特性のデータの取
得等については、地層処分研究開発を進める観点から、引き続き必要最低限の研究開発に取り組みます。

瑞浪超深地層研究所

幌延深地層研究センター

• 地層科学研究を完了

・地層科学研究については、ほ
ぼ当初の目的を達成

・地層処分研究開発において様
々な課題が指摘されたことか
ら、今後は地層処分研究開発
を中心に取り組んでいく

成果のとりまとめ
（進捗状況の

確認）

外部有識者によるレビュー

埋め戻しに着手

研究開発を継続

道３更問、専門有識者１－２ 、道民３－２０
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必要性・研究内容
道５、専門有識者１－１



26

必要性・研究内容
道５、専門有識者１－１
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必要性・研究内容
道５、専門有識者１－１
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必要性・研究内容
道５、専門有識者１－１
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必要性・研究内容
道５、専門有識者１－１
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必要性・研究内容
道５、専門有識者１－１
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必要性・研究内容
道５、専門有識者１－１
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必要性・研究内容
道５、専門有識者１－１
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必要性・研究内容
道５、専門有識者１－１

(1)実際の地質環境における人工バリアの適用性確認
3)物質移行試験
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必要性・研究内容
道５、専門有識者１－１
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必要性・研究内容
道５、専門有識者１－１
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必要性・研究内容
道５、専門有識者１－１
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必要性・研究内容
道５、専門有識者１－１
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必要性・研究内容
道５、専門有識者１－１
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必要性・研究内容
道５、専門有識者１－１
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必要性・研究内容
道５、専門有識者１－１
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必要性・研究内容
道５、専門有識者１－１



42

必要性・研究内容
道５、専門有識者１－１
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必要性・研究内容
道５、専門有識者１－１
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必要性・研究内容
道５、専門有識者１－１
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必要性・研究内容
道５、専門有識者１－１
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必要性・研究内容
道５、専門有識者１－１
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必要性・研究内容
道５、専門有識者１－１
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必要性・研究内容
道５、専門有識者１－１
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必要性・研究内容
道５、専門有識者１－１
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必要性・研究計画

• 瑞浪、幌延の両深地層の研究施設では、地質環境の評価のための体系的な調査・解析・評価技術の基盤の整備と、深地層における工学技術の基
盤の整備を目的とした地層科学研究を行ってきています。

• 瑞浪については、この地層科学研究について、当初の目的を達成できたため、埋め戻す方向で進めています。

• 幌延については、地層科学研究に加えて、処分システムの設計・施工に関する技術の開発および安全評価手法の信頼性確認を目的とした地層処
分研究開発も併せて実施してきました。

• このうち、地層科学研究については、幌延もほぼ当初の目的を達成してきているが、地層処分研究開発において様々な課題が指摘されたことから、
今後は地層処分研究開発を中心に取り組んでいきます。

• なお、地層科学研究のうち、地層処分研究開発の目的である処分システムの設計・施工や安全評価とリンクした形での指標活用が考えられるもの、
例えば、岩盤の水の流れやすさや地球化学的特性のデータの取得等については、地層処分研究開発を進める観点から、引き続き必要最低限の研
究開発に取り組みます。

深地層の研究施設（瑞浪と幌延）

ここまでを調査研究
の目標としてきた瑞
浪は終了する。

• 両地下研では、大深度の水平地下空間を安全に掘削し維持する技術を確立
できた。

• その地下空間を活用しながら、大深度の地質環境を調査・評価する技術も確
立できた。

すなわち、法律で定められた最終処分場の深度（300m以深）までの地下空間を
調査・評価し、そこに地下施設を建設・維持できることを実証した。

幌延では、これまでの成果を精査し世界動向も踏まえ
て、以下の研究課題に取り組む。
1. 実際の地質環境における人工バリアの適用性確認

2. 処分概念オプションの実証
3. 地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証

研究開発課題の設定

花崗岩
（結晶質岩）

淡水系

硬 岩

泥 岩
（堆積岩）

塩水系

軟 岩
（イメージ図）

地下水

鉱物粒子

割れ目

地下水

（イメージ図）

瑞浪超深地層研究所
（岐阜県瑞浪市）

幌延深地層研究センター
（北海道幌延町）

道３更問
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必要性・研究内容

研究課題の変遷：当初計画～必須の課題（1.地層科学研究）

(1)深部地質環境特性に関する研究
地質環境条件の測定や、坑道掘削
に伴うそれらの変化の把握、あるい
は実際の深地層中での物質移行試
験等により、堆積岩を対象として開
発を行ってきた地質構造、水理、水
質等に関するモデルの妥当性を確認

1)地表から行う調査研究
・物理探査やボーリング試験
・モデル解析等

2)坑道を掘削しながら行う調査研究
・地層や断層の分布、地下水の性
質等を観察、調査
・坑道掘削影響試験

3)坑道を利用して行う調査研究
・精密な物理探査やボーリング調査
・非放射性のトレーサー注入試験
・岩盤や地下水の性質の空間的な
不均質性調査

(2)調査技術開発と関連機器の開発
地質環境調査の要素技術（例えば
地震波を利用した弾性波反射法な
ど）を系統的に組み合わせ、地上及
び地下坑道での総合的な調査手法
の有効性確認

当初計画 第１段階 第２段階 第３段階

H26年度までに
抽出された課題

地質・地質構造

 地質環境の長期変動に関わる知見の蓄積によるモデル化精度の向上と、
多分野を含むモデル化・解析に関連する不確実性の評価手法の構築

 断層などの天然現象の地質環境への影響範囲を把握する手法の提示

岩盤中の水理

 考慮すべき自然事象や，それらが影響を及ぼす地下水流動特性の抽出
に関わる体系的な調査・解析・評価技術の構築

 地震に伴う地下水圧変化の発生メカニズムや、それが水理特性や地下
水流動特性に与える影響の把握

地下水の地球化学
 地震後の長期的な水圧変化に応じた水質変動幅の予測と検証

 施設閉鎖時後の地球化学特性の変化幅の把握，地質学的時間スケー
ルにおける長期変動幅との比較、安全評価への反映の考え方を整理

岩盤力学
 地震時のEDZの挙動の理解
 EDZのセルフシーリングのメカニズムの評価とモデル化
 施設閉鎖後の地質学的時間スケールにおける初期応力状態、EDZの長

期変動幅の推定

物質の移動

 地質構造発達・地質環境変動に伴う地下施設近傍・遠方領域の物質移
動特性の長期変動幅を推定可能な調査評価技術の構築

 地質学的時間スケールでの物質移動特性変動のモデル化技術の構築

地質環境の長期安定性
 断層運動に伴う地下水流動系の変化に関する評価技術

 地層処分の更なる安全性の検討に際しては，東北地方太平洋沖地震の
ように1000年に1回の稀頻度の地質イベントを考慮した評価シナリオと解
析手法の開発が必要

 地形変化シミュレーション技術
 10万年程度で生じる将来の地形変化は、数値シミュレーション結果と外

挿・類推の結果との比較・検討による予測結果の信頼性向上が課題
 超長期における予測・評価手法に関する検討
 超長期の予測・評価では，不確実性が著しく増大することから、予測期

間に応じた不確実性を定量的に評価するための手法の開発が必要

必須の課題（H27年度～R1年度）

地殻変動に対する堆積岩
の緩衝能力の検証

①水圧擾乱試験などによる
緩衝能力の検証・定量化

②地殻変動による人工バリ
アへの影響・回復挙動試
験

道１０、道５更問
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必要性・研究内容

研究課題の変遷：当初計画～必須の課題（2.地層処分研究開発）

(1)堆積岩における処分システムの設計・施工に関
する技術の開発
軟岩中の坑道掘削や保坑技術など処分システム
の設計・建設などに関する技術や坑道の密閉に関す
る技術の開発

・処分施設の設計・建設などに関する技術の開発
具体例：軟岩中の坑道掘削、保坑技術の開発

・密閉（シーリング）技術開発
具体例：割れ目帯や坑道掘削損傷領域の注入技
術（グラウト）、密閉（プラグ）による止水技術開発

・処分システムの施工技術開発・品質確認
具体例：処分システムの熱・水・応力の相互作用
を明らかにする試験の施工に関する技術開発

(2)安全評価手法の信頼性確認
人工バリア材の化学的健全性評価や人工バリア／
岩盤系の熱・水・応力相互作用を明らかにする試験
（連成試験）、非放射性トレーサ試験

・人工バリア材の化学的健全性評価研究：
模擬ガラス固化体、オーバーパック材、緩衝材の
腐食などの化学的耐久性に関するデータを実際
の地下水を使っての取得、腐食などに関するモデ
ルの妥当性の評価

・処分システムに対する熱・水・応力の相互作用を明
らかにする試験：
模擬発熱体と人工バリア・天然バリア、さらには
地下水の組み合わせによる地下水の流れの研究
や応力に関するデータの取得と、それらの解析モ
デルの妥当性の評価

・緩衝材・岩石中の物質移動評価研究：
非放射性トレーサーを用いて緩衝材と岩石中の物
質の収着・移行に関するデータの取得、それらの
解析モデルの妥当性の評価

当初計画 第１段階 第２段階 第３段階

H26年度までに
抽出された課題

必須の課題（H27年度～R1年度）

実際の地質環境における人
工バリアの適用性確認

①人工バリア性能確認試験

②オーバーパック腐食試験

③物質移行試験

処分概念オプションの実証

①処分孔等の湧水対策・支保
技術などの実証試験

②人工バリアの定置・品質確
認などの方法論に関する実
証試験

③高温度（100℃以上）などの

限界的条件下での人工バリ
ア性能確認試験

物質の移動
 URLを用いた原位置物質移動試験とその結

果の解析評価の実施

 地下施設近傍領域の物質移動に寄与する
構造や物質移動特性及びその短期的変化
を把握可能な調査評価技術の構築

 地下施設近傍領域の物質移動特性の三次
元的な不均質性分布やその短期的変化を
把握可能な調査評価技術の構築

地層処分技術
 セメント材料の地質環境への影響評価モデ

ル作成に資する原位置データの取得

 人工バリア及びシーリング性能に関わる長
期評価手法の開発及び地上で性能が確認
された施工技術の地下環境での実証

 地下環境における処分場概念オプションの
成立性に関する基盤技術の実証

道１０、道５更問
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必要性・研究内容
道１０、道５更問、道３更問

研究課題の変遷：必須の課題～令和２年度以降の研究課題

 水圧擾乱試験などによる緩衝能力の検証・定量化

 地殻変動による人工バリアへの影響・回復挙動試験

①実際の地質環境における人工バリアの適用性確認

②処分概念オプションの実証

③地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証

 人工バリア性能確認試験

 オーバーパック腐食試験

 物質移行試験

 処分孔等の湧水対策・支保技術などの実証試験

 人工バリアの定置・品質確認などの方法論に関する実証試験

 高温度（100℃以上）などの限界的条件下での人工バリア性能
確認試験

①実際の地質環境における人工バリアの適用性確認

 人工バリア性能確認試験

 物質移行試験

 人工バリアの定置・品質確認などの方法論に関する実証試験

・操業・回収技術等の技術オプションの実証、閉鎖技術の実証

・坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化

 高温度（100℃以上）等の限界的条件下での人工バリア性能確
認試験

 水圧擾乱試験などによる緩衝能力の検証・定量化

・地殻変動が地層の透水性に与える影響の把握
・地下水流れが非常に遅い領域を調査・評価する技術の高度化
 地殻変動による人工バリアへの影響・回復挙動試験

必須の課題（H27年度～R1年度） 令和2年度以降の研究課題（R2年度～）

終了

終了

②処分概念オプションの実証

③地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証

地層科学研究

地層処分研究開発

＊令和2年度以降の研究課題については、地層処分研究開発を中心に取り組

んでいきます。なお、地層科学研究のうち、地層処分研究開発の目的であ

る処分システムの設計・施工や安全評価とリンクした形での指標活用が考

えられるもの、例えば、岩盤の水の流れやすさや地球化学的特性のデータ

の取得等については、地層処分研究開発を進める観点から、引き続き必要

最低限の研究開発に取り組みます。
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必要性・研究内容
道６
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必要性・研究内容
道６
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必要性・研究内容
深地層の研究施設計画の概要：瑞浪超深地層研究所（岐阜県瑞浪市）

専門有識者１－２、道民３－２０
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必要性・研究内容

地層処分において想定されるリスク・シナリオ

地層処分の基本的概念

専門有識者２－１
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必要性・研究内容

地層処分における物質の閉じ込め機能

地層処分の基本的概念

専門有識者２－１
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必要性・研究内容

地層処分の基本的概念

地層処分システムの安全評価の手順

専門有識者２－１
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必要性・研究内容

地層処分の基本的概念

地層処分システムの安全評価の結果の例(第2次取りまとめ)

専門有識者２－１、２－２
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必要性・研究内容

地層処分の基本的概念

安全評価に用いる対象核種と放射能イベントリー（ガラス固化体）

NUMO包括的技術報告書（レビュー版）を和訳

核種 半減期 [ y ] 放射能 [ B q/本 ] 核種 半減期 [ y ] 放射能 [ B q/本 ]

炭素-14 5.7×103 1.2×108 ウラン-234 2.5×105 9.8×107

塩素-36 3.0×105 4.8×108 ウラン-235 7.0×108 3.0×106

セレン-79 3.0×105 3.2×109 ウラン-236 2.3×107 4.6×107

ストロンチウム-90 2.9×10 8.2×1014 ウラン-238 4.5×109 3.9×107

ジルコニウム-93 1.5×106 7.2×1010 ネプツニウム-236 1.5×105 2.3×105

ニオブ-93m 1.6×10 6.4×1010 ネプツニウム-237 2.1×106 1.4×1010

ニオブ-94 2.0×104 1.5×108 プルトニウム-236 2.9 2.9×104

テクネチウム-99 2.1×105 5.2×1011 プルトニウム-238 8.8×10 5.4×1011

スズ-126 2.3×105 1.1×1010 プルトニウム-239 2.4×104 6.8×1010

ヨウ素-129 1.6×107 3.8×107 プルトニウム-240 6.6×103 3.3×1011

セシウム-135 2.3×106 1.8×1010 プルトニウム-241 1.4×10 2.2×1012

セシウム-137 3.0×10 1.2×1015 プルトニウム-242 3.8×105 4.2×108

鉛-210 2.2×10 7.6×102 プルトニウム-244 8.0×107 1.3×102

ラジウム-226 1.6×103 1.6×103 アメリシウム-241 4.3×102 3.5×1013

ラジウム-228 5.8 3.3 アメリシウム-242m 1.4×102 2.0×1011

アクチニウム-227 2.2×10 8.8×104 アメリシウム-243 7.4×103 8.1×1011

トリウム-228 1.9 5.6×106 キュリウム-243 2.9×10 1.9×1011

トリウム-229 7.3×103 1.1×104 キュリウム-244 1.8×10 1.4×1013

トリウム-230 7.5×104 8.7×104 キュリウム-245 8.5×103 1.7×1010

トリウム-232 1.4×1010 3.3 キュリウム-246 4.8×103 2.8×109

プロトアクチニウム-231 3.3×104 1.1×105 キュリウム-247 1.6×107 1.1×104

ウラン-232 6.9×10 5.5×106 キュリウム-248 3.5×105 3.4×104

ウラン-233 1.6×105 3.0×106

専門有識者２－１
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必要性・研究内容

人工バリア周辺で生じる現象

人工バリア性能確認試験で考慮する複合現象

専門有識者３－５
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必要性・研究内容

トレーサー試験装置の概念図

パッカー

岩盤

坑道床面

試験区間

専門有識者３－１、３－２



必要性・研究内容
物質移行試験について

更問1：第３回会議資料６P59のセシウムとストロンチウムの図
で、濃度比になっていますが、濃度としては何ppm位に
なりますか。

注入濃度 バックグラウンド濃度

Cs（セシウム） 100 ppm 数ppb

Sr（ストロンチウム） 20 ppm 数ppm

トレーサー濃度とバックグラウンド濃度

更問2：低濃度域と高濃度域で同一であるというのは岩盤であるからという理解でよろしいでしょうか。
更問3：岩盤と粘土は明らかに収着に関する現象が違うという理解でよろしいでしょうか。
更問4：濃度依存性はないということですか。

室内試験によるCsの収着分配係数の濃度依存性の検討

 幌延の珪質泥岩中には粘土鉱物（イライト、スメクタイトともに10～10数%程度）が含まれており、これら
粘土鉱物の寄与が支配的である吸着に寄与するという点で、粘土（緩衝材）における吸着現象と同様
に取り扱えると考えております。

 低濃度域では、粘土鉱物層のエッジ付近への吸着が支配的であるのに対し、より高濃度域ではエッジ
付近の吸着サイトが飽和し、粘土鉱物層の表面への吸着が支配的になります。

 一般的には吸着には濃度依存性があることが知られています。資料集59ページの図は、バックグラウ
ンド中に含まれる天然の安定同位体の濃度が収着分配係数に与える影響を評価したものになります。
使用したトレーサー濃度（20ppm）に対してバックグラウンド濃度（数ppm）が高いストロンチウムにおい
てもバックグラウンド濃度の考慮／未考慮によって収着分配係数へ与える影響の差異が小さいと考え
られることから今回の実験におけるバックグラウンド濃度レベルにおいては収着分配係数に対する濃
度依存性の影響は小さいと考えております。
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更問5：研究を継続する部分として得られるものの優先順位、研究の必要性の部分に戻った時に、それぞれの項目の中で、こう
いうパラメーター、こういう結果を得ることが、色々な実験をすれば様々な結果を得ることになるが、その優先順位、重要
性を具体的な実験と関連づけて説明してほしい。

 物質移行試験において重要な要素として、核種の移行経路と核種の移行に影響を及ぼす要因の２つをあげることができます。核種の移行経路としては、
健岩部、割れ目、断層、掘削影響領域があります。核種の移行に影響を及ぼす要因としては、地下水の地球化学的特性（pH、酸化還元状態等）、微生物・
有機物等をあげることができます。これらは、いずれも核種の移行を評価するうえで欠くことができない要素ですので、優先順をつけるのは困難です。

専門有識者３－２（ｐ３６）

専門有識者４－９（ｐ４０）

専門有識者３－２更問、専門有識者４－９更問
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必要性・研究内容

下流側

上流側
（トレーサー注入
側）

中央付近に単一割
れ目を含む岩石試料

トレーサー試験で回収した岩石試料を用いた室内試験

専門有識者３－３
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必要性・研究内容

物質移行試験
（第1回確認会議資料p9の図を再掲）

トレーサー試験の結果（セシウムとストロンチウム）
（緩衝材の無いケース）

（第1回確認会議資料p13の図を再掲）
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専門有識者３－７
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必要性・研究内容

350ｍ調査坑道周辺の地下水のpHと酸化還元電位の経時変化

微生物を使った物質移行試験

専門有識者４－９
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必要性・研究内容

ＤＩ（ダクタリティーインデックス）の概念

•DI（ダクティリティーインデックス）※は、地層に力が掛かった時に、地層が変形したり、地層に割れ目ができて
壊れたりするかどうかを判断するための目安として考えたものです。
•例えば、粘土のような柔らかい材料では、力が掛かった時に、変形はするものの、割れ目ができて壊れるようなこ
とは起こりにくいものです。一方、レンガのような固い材料では、力が掛かった時に、ある程度は変形せずに形は
保たれますが、やがて割れ目ができて壊れます。
•DIによって、このような「地層の柔らかさ・固さ」と「掛かる力」から、「それを受けて変形するのか、割れ目が
できて壊れるのか」を数値で判断できます。DIの値が大きくなると、変形はするものの大きく壊れることはなく、
小さくなるとその逆となります。DIの値は、地層の水の通り易さの目安にもなります。
※ダクティリティー:延性度（＝柔軟性、しなやかさ）、インデックス:指標

DIの詳細な説明

岩盤に作用している平均応力を岩盤の引張強度で割った値として定義しました。岩盤に作用している応力と引張強度との関係なので、
岩盤が破壊するときに延性的に破壊するのか、脆性的に破壊するのかといった破壊形態も表現できます。岩盤の破壊を表現するモー
ル円との関係で表現します。類似のパラメータとして、地山強度比があり（岩盤の一軸圧縮強度を土被り（鉛直応力）で割った値で
定義）、トンネルや坑道掘削のしやすさの目安として土木分野で良く用いられています。DIは圧縮強度の代わりに引張強度を使うこ
とで、岩盤の透水性との相関もみることができます。

 ダクティリティインデックス(DI):平均応力を引張強度で除
した値（＝引張強度で標準化したモール円の中心位置）

 断層帯中の水みちの透水性はダクティリティインデックスが
大きくなるほど小さくなる

・2以上:せん断割れ目（圧縮性シアバンド）が形成
・2未満:引張・ハイブリッド割れ目が形成

断層に作用する応力状態とダクタリティーインデックスの関係

幌延の深度350ｍの地質は珪質泥岩で、圧縮強度は平均で20MPa程度です。
学会の分類によると軟岩に分類されますが、軟岩の中では強度が大きい方に
分類されます。DIは2未満です。

道９、専門有識者２－４更問



69

必要性・研究内容

ダクティリティーインデックス（ＤＩ）の概念

既にある断層に力がかかると断層は動く

岩盤にかかっている力と
岩盤の固さのバランス
（DI）で割れ目ができるか
変形するのかが決まる

ＤＩが小さい（岩盤にかかる力に対して
岩盤が十分に固い）と割れ目ができる

ＤＩが大きい（岩盤にかかる力に対して岩盤が十分
に柔らかい）と変形する（割れ目はできない）

ＤＩ＜２

ＤＩ≫２

将来的に水が
流れやすい岩盤

将来的に水が
流れにくい岩盤

この違いを数値で判断できる

ＤＩ＝

レンガのような固いイメージ

粘土のような柔らかいイメージ

岩盤の固さ

岩盤にかかる力

※岩盤にかかる力は深度が深くなると大きくなります
※岩盤にかかる力は平均応力を用います
※岩盤の固さは引張強度を用います

バキッと破壊

岩盤の水の流れやすさを四次元的
（三次元＋時間変化）に推定するた
めのパラメーター

道９、専門有識者２－４更問
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必要性・研究内容

断層の連結性とダクティリティーインデックスの分布

道９、専門有識者２－４更問
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妥当性・研究計画
道１０、道１１、道民１２－３

深地層研究所（仮称）計画 令和2年度以降の研究課題

4.3地層科学研究の内容
深部地質環境特性に関する研究として、上記のような特徴を持った地層の力学的

な特性や熱の影響をみる熱的特性、塩水と淡水の塩淡境界に着目した地下水の流
動・水質及び物質移動、さらに坑道掘削による影響を明らかにしていくこと【F】が主要
な研究課題となります。～
～これにより、「第２次取りまとめ」で示される予定の地層処分に係わる適切な地質環
境の要件に関し、実施主体が行う処分地の選定に求められるデータの種類や精度の
決定に資することとします。【D】
(3)坑道を利用して行う調査研究
～～また、地層中に非放射性のトレーサーを注入し、その動きを観察することにより地
層中での水や物質の挙動を実際に確認します。【B】～
4.4地層処分研究開発の内容
(1)処分システムの設計・施工に関する技術の開発
・処分施設の設計・建設などに関する技術の開発【C】【D】【G】
具体例：軟岩の坑道掘削、保安技術の開発
・密閉（シーリング）技術開発【C】【D】【G】
具体例：割れ目帯や坑道掘削損傷領域の注入技術（グラウト）、密閉（プラグ）による

止水技術開発【C】【D】【G】
・処分システムの施工技術開発・品質確認
具体例：処分システムの熱・水・応力の相互作用を明らかにする試験の施工に関す

る技術開発【A】【E】
(2)安全評価手法の信頼性確認
・人工バリア材の化学的健全性評価研究：模擬ガラス固化体、オーバーパック材、緩衝
材の腐食などの化学的耐久性に関するデータを実際の地下水を使っての取得、腐
食などに関するモデルの妥当性の評価【A】【D】【E】

・処分システムに対する熱・水・応力の相互作用を明らかにする試験：模擬発熱体と人
工バリア・天然バリア、さらには地下水の組み合わせによる地下水の流れの研究や
応力に関するデータの取得と、それらの解析モデルの妥当性の評価【A】【D】【E】

・緩衝材・岩石中の物質移動評価研究：非放射性トレーサーを用いて緩衝材と岩石中
の物質の収着・移行に関するデータの取得、それらの解析モデルの妥当性の評価
【B】【D】【F】

・実際の地質環境における人工バリアの適用性確認
今後は、注入する地下水の圧力や量を増加させ緩衝材に
地下水を浸潤させた場合のデータを取得します。その後、
減熱時のデータを取得します。加えて、人工バリアの解体
作業および緩衝材の飽和度の確認を実施します。【A】
今後は、確立した試験手法を用いて掘削影響領域での
物質移行に関するデータ取得を実施するとともに、有機物
や微生物が放射性物質を取り込んだ移動する影響が限定
的であることを確認するためのトレーサー試験を実施します。
【B】
・処分概念オプションの実証
今後は、注入する地下水の圧力や量を増加させ、緩衝材
に十分に水を浸潤させた状態を確保して施工方法（締固
め、ブロック方式等）の違いによる緩衝材の品質の違いを
把握するとともに、埋め戻し方法（プラグの有無等）・回収
方法による埋め戻し材の品質の違いを実証試験で明らか
にします。【C】 更に、人工バリアの品質を踏まえて、廃棄
体の設置方法（間隔など）を実証試験で確認します。【D】
また、人工バリアシステムの安全裕度の検証に向けて、緩
衝材が100℃超になった状態を想定した解析手法を開発
します。【E】
・地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証
今後は、より大型の断層における地震動や坑道掘削に伴
う、割れ目における地下水の流れの変化に関して、堆積岩
の緩衝能力（自己治癒能力）の作用に関する実証試験を
実施します。さらには、地下水が動いていない環境を調査
してモデル化する技術を実証するとともに【F】、人工バリア
のひび割れに対する自己治癒能力を解析する手法を開発
します。【G】

深地層研究所（仮称）計画と令和2年度以降の研究課題の関係
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当初計画において、以下の3つの調査研究段階を6～10年程度でラップさせながら実施していく工程を検討して、
全体で20年程度を想定したものです。
・第1段階「地上からの調査研究段階」
・第2段階「坑道掘削(地下施設建設)時の調査研究段階」
・第3段階「地下施設での調査研究段階」

当初計画における研究スケジュール

当初計画における研究期間２０年程度について

妥当性・研究計画
幌延町５
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妥当性・研究計画

研究開発を取り巻く環境の技術的な側面の変化として、以下のような点を挙げることができます。

• 可逆性・回収可能性の担保（国際的な議論1)、「特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針」（平成27
年）における記載2)）

• 「高レベル放射性廃棄物の地層処分基盤研究開発に関する全体計画」（平成18年）の策定

• NUMOの地層処分研究開発に関わる主導的役割（地層処分研究開発調整会議において策定した全体計画
へのNUMOニーズの反映）3)

• 特殊法人（サイクル機構）から独立行政法人（原子力機構）への移行を機に第三者評価の導入４）

• 平成26年度の機構改革により、必須の課題に絞り込んだ取り組み5)

1) 例えば、フランスの「射性廃棄物等管理計画法」制定など。
2)「最終処分事業は長期にわたる事業であることを踏まえ、最終処分を計画的かつ確実に実施させるとの目的の下で、今後の技術そ

の他の変化の可能性に柔軟かつ適切に対応する観点から、基本的に最終処分に関する政策や最終処分事業の可逆性を担保する
こととし、今後より良い処分方法が実用化された場合等に将来世代が最良の処分方法を選択できるようにする。このため、機構は、
特定放射性廃棄物が最終処分施設に搬入された後においても、安全な管理が合理的に継続される範囲内で、最終処分施設の閉鎖
までの間の廃棄物の搬出の可能性（回収可能性）を確保するものとする。」

3)「最終処分関係行政機関等の活動状況に関する評価報告書」（原子力委員会 平成28年）
4) 例えば、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成20年）。
5)「日本原子力研究開発機構の改革計画に基づく「地層処分技術に関する研究開発」報告書－今後の研究課題について－」
（平成26年）。

平成１０年当時と現在の研究開発の取り巻く環境や状況変化

幌延町６
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妥当性・研究内容

人工バリア性能確認試験で得られる成果の意義

人工バリア性能確認試験で考慮する複合現象
（第３回確認会議 資料集ｐ２４を再掲）

 第2次取りまとめ（１９９９）では、仮想の地質環境を幅広く設定
して、処分場や人工バリアを設計し、安全評価を実施しました。
この評価においては、人工バリアや地質環境において、例えば、
オーバーパック1000年で機能を失うなどの保守的な条件を設
定しています。

 その結果、諸外国で設定されている安全基準を下回っているこ
とから、日本においても地層処分が可能との判断がなされまし
た。

 一方で、実際の地質環境に調査技術やモデル化・解析技術を
適用して、その有効性を実証することが第2次取りまとめ以降の
重要な課題となり、幌延の深地層の研究施設計画を開始しまし
た。

 幌延で実施している人工バリア性能確認試験で得られる
成果としては、我が国に広く存在する堆積岩における人工
バリアやその周辺で生じる、熱-水-応力-化学連成現象を
把握することや、連成モデルや解析ツールの有効性が示さ
れることです。

 現象を把握することの具体例としては、熱によるオーバー
パック周辺の乾燥に伴う塩の蓄積などです。

 現象を正しく理解することで、安全評価で想定しているシナ
リオが適切であることを示すことができます。このことが重
要と考えています。

 さらに、第2次取りまとめで示した人工バリアの仕様（緩衝
材の厚さなど）を合理化する際の設計の妥当性を評価する
ツールの整備と位置づけることができます。

人工バリア周辺で生じる現象
（第３回確認会議 資料集ｐ１０を再掲）

専門有識者１－３更問


